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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第１四半期累計期間
第30期

第１四半期累計期間
第29期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2024年１月１日
至 2024年３月31日

自 2023年１月１日
至 2023年12月31日

売上高 (千円) 5,088,855 6,883,648 22,463,576

経常利益 (千円) 979,398 1,342,559 4,058,470

四半期純利益又は当期純利益 (千円) 695,755 902,821 2,821,439

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 6,111,539 6,111,539 6,111,539

発行済株式総数 (株) 12,940,900 12,940,900 12,940,900

純資産額 (千円) 22,893,026 24,952,430 25,021,170

総資産額 (千円) 44,903,223 51,057,320 49,676,189

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 54.88 71.18 222.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 77.00

自己資本比率 (％) 51.0 48.9 50.4

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が無いた

め記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第１四半期累計期間における売上高は6,883百万円（前年同四半期比35.3％増）、営業利益は1,405百万円（前

年同四半期比39.7％増）、経常利益は1,342百万円（前年同四半期比37.1％増）、四半期純利益は902百万円（前年

同四半期比29.8％増）となりました。

各セグメントの業績は以下の通りであります。

＜ストレージ事業＞

当社の基幹事業であるストレージ事業は、「ストレージ運用」と「ストレージ流動化」の２つのサブセグメン

トで構成されております。

ストレージ運用は、当社が展開するトランクルームのブランド「ハローストレージ」の稼働率は、新規出店室

数が増加したものの前期末比0.59ポイント増の88.88％となり、引き続き高い水準を維持しました。高稼働率の要

因は主に、データ分析による出店精度の向上、及び出店現場を小型化したことや商品の認知度が向上したこと等

により成約数を堅調に獲得できたことであります。

ストレージ事業は、2023年２月14日に公表した「中期経営計画23－25」に記載のとおり、2023年12月期は4,700

室の出店目標に対して5,800室（既存物件の増設430室含む）、2024年12月期は10,400室の出店目標に対して当第

１四半期は1,835室（既存物件の増設65室含む）の結果となりました。総室数は毎年定期的に発生する閉店等の影

響もあり、前期末比1,602室増の102,981室となりました。成約については、データベースの構築による新規出店

現場の精度向上や小型化、また広報活動の強化によるストレージ商品の認知度向上等の影響により、需要を取り

込むことで堅調に稼働室数を伸ばしました。収益性については、出店形態を引き続き収益性の高い自社出店を中

心にしていることに加えて、キャンペーンのコントロールによる値引き率の抑制や一部賃料の見直し、効率的な

広告活動の影響等により、ストレージ運用は増益の結果となりました。

ストレージ流動化は、アセット屋内型ストレージ「土地付きストレージ」の販売５件を計上いたしました。

これらの結果、ストレージ事業の売上高は5,165百万円（前年同四半期比19.9％増）、営業利益は1,389百万円

（前年同四半期比19.2％増）と増収増益となりました。

＜土地権利整備事業＞

土地権利整備事業につきましては、売上高は1,346百万円（前年同四半期比204.9％増）、営業利益は243百万円

（前年同四半期比329.1％増）と大型案件の決済があったこともあり大幅な増収増益となりました。仕入れにつき

ましては、引き続き良質物件の仕入れに注力し、在庫額は前期末比713百万円減の3,095百万円となりました。

＜その他運用サービス事業＞

その他運用サービス事業は、アセット事業、オフィス事業等の賃料収入を収益基盤とする事業で構成されてお

ります。アセット事業は、保有・管理物件が高稼働を維持したこともあり、増収増益となりました。オフィス事

業は、2023年２月に新規オープンした２物件の稼働が順調に推移したこともあり、増収増益となりました。これ

らの結果、その他運用サービス事業の売上高は371百万円（前年同四半期比9.6％増）、営業利益は102百万円（前

年同四半期比39.9％増）と増収増益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における資産合計は前事業年度末に比べ1,381百万円増加し、51,057百万円となりまし

た。増減の主な内訳は、関係会社株式の増加1,150百万円、工具、器具及び備品の増加732百万円、仕掛販売用不動

産の増加147百万円、建物の増加108百万円、及び販売用不動産の減少1,202百万円等であります。

また、当第１四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ1,449百万円増加し、26,104百万円となり

ました。増減の主な内訳は、長期借入金の増加982百万円、未払金の増加451百万円、長期未払金の増加147百万円、

及び未払法人税等の減少251百万円等であります。

当第１四半期会計期間末における純資産合計は前事業年度末に比べ68百万円減少し、24,952百万円となりまし

た。増減の主な内訳は、利益剰余金の減少73百万円（四半期純利益による増加902百万円、配当金の支払による減少

976百万円）等であります。これらの結果、自己資本比率は48.9％となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 ４ 経営者による財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載に

ついて、重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,760,000

計 35,760,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年５月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,940,900 12,940,900
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数100株

計 12,940,900 12,940,900 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年１月１日～
2024年３月31日

― 12,940,900 ― 6,111,539 ― 6,156,037

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年12月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。
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① 【発行済株式】

2023年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 257,300 －
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,597,300 125,973
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 普通株式 86,300 － －

発行済株式総数 12,940,900 － －

総株主の議決権 － 125,973 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式25株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
エリアリンク株式会社

東京都千代田区外神田
四丁目14番１号

257,300 － 257,300 1.98

計 － 257,300 － 257,300 1.98

（注）当社は、上記のほか、単元未満の自己株式を25株所有しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。



― 7 ―

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2024年１月１日から2024年３

月31日まで)及び第１四半期累計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太

陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業

集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しい

ものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,995,672 14,951,620

売掛金 135,774 167,772

販売用不動産 5,949,327 4,747,089

仕掛販売用不動産 352,103 499,745

貯蔵品 19,643 27,789

その他 463,854 943,615

貸倒引当金 △29,144 △31,138

流動資産合計 21,887,231 21,306,494

固定資産

有形固定資産

建物 10,208,674 10,416,637

減価償却累計額 △3,330,391 △3,429,430

減損損失累計額 △583,136 △583,136

建物（純額） 6,295,145 6,404,070

工具、器具及び備品 9,556,775 10,442,792

減価償却累計額 △2,477,931 △2,631,122

減損損失累計額 △250,617 △250,617

工具、器具及び備品（純額） 6,828,225 7,561,052

土地 8,132,863 8,132,863

その他 6,351,089 6,461,604

減価償却累計額 △2,566,015 △2,685,226

減損損失累計額 △804,887 △804,887

その他（純額） 2,980,185 2,971,490

有形固定資産合計 24,236,420 25,069,476

無形固定資産

その他 58,036 88,562

無形固定資産合計 58,036 88,562

投資その他の資産

関係会社株式 - 1,150,000

繰延税金資産 1,776,962 1,706,494

その他 2,346,822 2,365,672

貸倒引当金 △629,283 △629,379

投資その他の資産合計 3,494,501 4,592,787

固定資産合計 27,788,958 29,750,826

資産合計 49,676,189 51,057,320
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 148,835 273,667

短期借入金 241,560 142,700

1年内償還予定の社債 29,500 -

1年内返済予定の長期借入金 2,578,006 2,725,684

未払法人税等 648,556 396,693

転貸損失引当金 14,240 11,107

リース債務 293,146 293,276

その他 3,108,220 3,633,220

流動負債合計 7,062,064 7,476,349

固定負債

長期借入金 12,308,784 13,291,567

長期前受収益 998,373 937,230

リース債務 1,304,115 1,230,851

資産除去債務 1,187,976 1,232,296

転貸損失引当金 7,605 6,948

長期未払金 1,445,900 1,593,318

その他 340,199 336,326

固定負債合計 17,592,954 18,628,540

負債合計 24,655,019 26,104,889

純資産の部

株主資本

資本金 6,111,539 6,111,539

資本剰余金

資本準備金 6,156,037 6,156,037

その他資本剰余金 11,360 12,687

資本剰余金合計 6,167,397 6,168,724

利益剰余金

繰越利益剰余金 12,956,012 12,882,198

利益剰余金合計 12,956,012 12,882,198

自己株式 △225,555 △225,555

株主資本合計 25,009,394 24,936,908

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,775 15,522

評価・換算差額等合計 11,775 15,522

純資産合計 25,021,170 24,952,430

負債純資産合計 49,676,189 51,057,320
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

売上高 5,088,855 6,883,648

売上原価 3,333,455 4,514,326

売上総利益 1,755,399 2,369,322

販売費及び一般管理費 749,572 963,940

営業利益 1,005,827 1,405,381

営業外収益

受取利息 14 20

受取遅延損害金 429 739

為替差益 1,729 23,898

受取保険金 283 5,928

移転補償金 54,263 40,993

その他 2,122 3,454

営業外収益合計 58,842 75,035

営業外費用

支払利息 33,777 41,703

社債利息 151 19

支払手数料 39,161 92,539

その他 12,181 3,594

営業外費用合計 85,271 137,857

経常利益 979,398 1,342,559

特別利益

固定資産売却益 5,235 -

投資有価証券清算益 29,591 -

特別利益合計 34,826 -

特別損失

固定資産売却損 381 120

特別損失合計 381 120

税引前四半期純利益 1,013,842 1,342,439

法人税、住民税及び事業税 238,110 370,803

法人税等調整額 79,976 68,814

法人税等合計 318,087 439,618

四半期純利益 695,755 902,821
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【注記事項】

(追加情報)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

該当事項はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

減価償却費 268,417千円 328,036千円



― 12 ―

(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月28日
定時株主総会

普通株式 874,747 69.0 2022年12月31日 2023年３月29日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

当第１四半期累計期間(自 2024年１月１日 至 2024年３月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月27日
定時株主総会

普通株式 976,635 77.0 2023年12月31日 2024年３月28日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額には、上場20周年記念配当10.0円を含んでおります。

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額ストレージ
事業

土地権利整備事
業

その他運用
サービス事業

計

売上高

賃貸 4,009,304 19,748 316,882 4,345,935 － 4,345,935

不動産販売 213,900 421,742 － 635,642 － 635,642

請負工事 － － － － － －

その他 84,770 155 22,351 107,277 － 107,277

外部顧客への売上高 4,307,974 441,646 339,234 5,088,855 － 5,088,855

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 4,307,974 441,646 339,234 5,088,855 － 5,088,855

セグメント利益 1,166,035 56,852 73,077 1,295,965 △290,138 1,005,827

(注) １．セグメント利益の調整額△290,138千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主

な内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2024年１月１日 至 2024年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
四半期損益計算

書計上額ストレージ
事業

土地権利整備事
業

その他運用
サービス事業

計

売上高

賃貸 4,236,339 18,105 346,813 4,601,258 － 4,601,258

不動産販売 848,687 1,328,141 － 2,176,828 － 2,176,828

請負工事 － － － － － －

その他 80,293 193 25,074 105,561 － 105,561

外部顧客への売上高 5,165,320 1,346,440 371,888 6,883,648 － 6,883,648

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － －

計 5,165,320 1,346,440 371,888 6,883,648 － 6,883,648

セグメント利益 1,389,508 243,931 102,235 1,735,674 △330,293 1,405,381

(注) １．セグメント利益の調整額△330,293千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、その主

な内容は管理部門に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 54円88銭 71円18銭

(算定上の基礎)

四半期純利益金額(千円) 695,755 902,821

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 695,755 902,821

普通株式の期中平均株式数(株) 12,677,187 12,683,575

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が無いため記載して

おりません。
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(重要な後発事象)

（株式分割）

当社は、2024年４月25日開催の取締役会において、2024年６月30日を基準日として株式分割を行うことを決議し

ております。

１．株式分割の目的

株式分割を行うことで、当社株式の投資単位の金額を引き下げ、株式数の増加により株式の流動性を高めること

で投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を目的としておりま

す。

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

2024年６月30日（同日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的には2024年６月28日）を基準日として、同日の

最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有普通株式１株につき２株の割合をもって分割いたします。

（２）分割により増加する株式数

普通株式

株式分割前の発行済株式総数 12,940,900株

今回の分割により増加する株式数 12,940,900株

株式分割後の発行済株式総数 25,881,800株

株式分割後の発行可能株式総数 35,760,000株（変更なし）

３．株式分割の日程

基準日公告日 2024年６月14日（予定）

基準日 2024年６月30日

効力発生日 2024年７月１日

４．１株当たり情報に及ぼす影響

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ次の

とおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり四半期純利益 27円43銭 35円59銭

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．その他

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。





独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年５月８日

エリアリンク株式会社

取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 本 間 洋 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉 江 俊 志 印

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエリアリンク株

式会社の2024年１月１日から2024年12月31日までの第30期事業年度の第１四半期会計期間（2024年１月１日から2024年

３月31日まで）及び第１四半期累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、エリアリンク株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。



四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存

続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年５月９日

【会社名】 エリアリンク株式会社

【英訳名】 Arealink Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 鈴木 貴佳

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田四丁目14番1号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 鈴木 貴佳は、当社の第30期第１四半期（自 2024年１月１日 至 2024年３月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。


